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商工会議所の４つの特徴

商工会議所の概要 1

○商工会議所は、商工会議所法に基づく、地域の商工業者を会員とする「地域総合経済団体」。

○「中小・小規模事業者の活力強化」と「地域経済の活性化」に向け、行政に対する様々な政策提言、小規模

事業者の経営支援、地域活性化に向けた諸事業や簿記など産業人材の育成等、様々な活動に取り組む。

・中小企業等の経営力・成長力（稼ぐ力）の強化支援
・創業・スタートアップ、事業承継、産業人材育成
・コロナ禍克服の業態転換、事業再構築
・デジタル化による生産性向上、海外展開

・都市再生・中心市街地活性化、観光振興、農林水産業の成長
 産業化、地域産業創出
・地方分散化の推進、広域連携
・国土強靭化、防災・減災等

人手不足対策、物価高騰対策をはじめ、経済政策やエネルギー・環
境政策、社会保障制度、税制、経済連携などの重要政策課題から
中小企業の個別施策まで、幅広いテーマを提言

政策提言・要望活動

政府・政党

総会員 １２４万者

日本商工会議所

中小企業の
活力強化

地域経済の
活性化

全国商工会議所 ５１５か所

経営支援事業 地域活性化事業

政策提言

中小企業等の活力強化

地域経済の活性化

①地域性 － 地域を基盤としている
②総合性 － 会員はあらゆる業種・業態の商工業者から構成される
③公共性 － 商工会議所法に基づき設立される民間団体で公共性を持っている
④国際性 － 世界各国に商工会議所が組織されている



商工会議所の経営支援 2

○商工会議所における相談件数は年間で約153万件（2023年度実績）。従来の金融や税務等の定型的な
支援から、経営革新や新事業展開など高度な経営支援が増加。

○「個社支援」に加え、ニーズ掘り起こしや意識改革を促す事業者セミナーや研修会、商談会・展示会による販

路拡大等の集団支援、地域資源を活用した地域活性化事業、まちづくりなど、小規模事業者等が立脚する地

域の「稼ぐ力」の強化の「面的支援」も実施。（詳細は参考資料）

経営指導員数

◆ 約3,400名(経営指導に従事する職員※：約5,200名）
※ 経営指導に従事する職員：経営指導員、補助員、
記帳専任職員、  専門経営指導員等（記帳指導員を除く）

相談件数

◆ 経営相談（窓口） 約97万件 ◆ 経営相談（巡回） 約56万件

相談事業者の業種

経営支援内容の変容（経営支援の高度化）

※2005年時は、創業、
事業承継、海外展開は未集計

主な相談内容
経営一般：経営課題の発掘、各種補助金申請サポート
金融：マル経、市の融資への斡旋、借換
税務：記帳指導、年末調整、確定申告、税制度の相談

◆ 創業支援   約4.2万件 ◆ 事業承継支援 約1.23万件 ※2023年度実績
◆ マル経融資 約1.65万件（融資額1,100億円）※2024年度実績
◆ 持続化補助金申請件数 約1.1万件（採択件数約6,500件）※2024年度実績 

定型的支援
46.0％

（約90万件）

高度な支援
36.0％
（約69万件） 定型的支援

32.0％
（約49万件）

高度な支援
52.4％
(約80万件）

2005年 2023年

※2005年時は、創業、
事業承継、海外展開は未集計

主な相談内容
経営一般：経営課題の発掘、各種補助金申請サポート
金融：マル経、市の融資への斡旋、借換
税務：記帳指導、年末調整、確定申告、税制度の相談



商工会議所の経営支援の全体像 3

○小規模事業者は、厳しい外部環境のなか、多様化する経営課題に単独で対応していくことは極めて困難。

 事業者に寄り添い、共に課題を解決する支援機関が不可欠。

○商工会議所の経営指導員は、民間の支援機関では採算が合わず、収益化が難しい領域を支援。

小規模事業者

外部環境
○少子高齢化、人口減少
○事業コストの上昇（物価高、円安、金利、労務費、米国関税、原材料・エネルギー価格）など

主な支援策
○マル経等金融支援
○補助金の活用
（持続化補助金、IT導入補助
 金、省力化投資補助金など）
○制度改正・事業環境変化
事業等を活用した専門家派遣

○伴走型補助金などによる
 販路開拓支援
○賃上げ・価格転嫁・取引適正
化対策

など

地域の商業インフラ・社会インフラを支える

地域貢献企業（パワーアップ）

○人手不足対応、人材の育成・確保
○価格転嫁
○販路開拓
○資金繰り
○経営者のリテラシー（会計、経営
 計画、知財等）向上
○生産性向上、省力化
○事業承継、円滑な廃業・再チャレンジ

課
題

商工会議所

経営指導員は、民間の支援機関では採算
が合わず、収益化が難しい領域を支援

課題解決

○相談内容の多様化・高度化
○人員不足
○支援ノウハウの蓄積・共有

課
題

○経営支援の体制強化
 ⇒ 人件費単価の引き上げ、設置定数

基準の拡大、広域支援体制の構築、
専門家の活用、支援機関同士の連携
など）

○経営指導員の支援力向上
○支援業務の効率化

解
決
策

支援

地域の核となる企業に成長することを目指す

地域牽引企業（スケールアップ）

課
題

○組織拡大のためのマネジメント
○人材確保、エクイティ等による資金調達
○域外取引等のためのマーケティングなど



小規模事業者の成長モデルと経営指導員の役割 4

○地域経済の発展には、強い成長志向や独創的なビジネスによって地域全体を牽引していく地域牽引企業と、

生活、商業インフラを担う地域貢献企業の双方が必要。

○経営指導員は、それぞれのニーズに応じた支援を展開。

①

②

この両輪に対する支援で「『稼ぐ力』の強化」と
「地域経済好循環」を実現

事業者との接点となって、これを具現化する「触媒」と
なるのが、経営指導員

① 成長志向型の「地域牽引企業」(スケールアップ)

規模の拡大等を目指し、イノベーションによる新ビ
ジネスに挑戦し、地域に魅力ある事業を創出する
推進役。賃上げや雇用吸収力もあり、成長の梯子
を上る、地域経済を牽引する企業

② 生活・商業インフラを担う「地域貢献企業」（パワーアップ）

地域の生産、雇用、消費、伝統文化や技術、コミ
ュニティ、多様性の源泉。地域に安定をもたらす存
在。自立的な経営を目指し、地域の生産・雇用・
消費・公租公課等を支える企業



小規模事業者の課題と商工会議所の支援 5

○経営指導員は、それぞれのニーズに応じて各種施策も活用しながら支援を展開。

○地域牽引企業には、成長の梯子を上るための専門情報やネットワークを提供し、「稼ぐ力」の向上を支援。

 地域貢献企業には、経営の細かな課題に寄り添い、持続的な成長を支援。

① 成長志向型の「地域牽引企業」
(スケールアップ)

② 生活・商業インフラを担う「地域貢献企業」
（パワーアップ）

◇経営計画策定、資金繰り把握

◇マル経等融資活用

◇持続化補助金、伴走型補助金などを活用した販路開拓

◇IT導入補助金、省力化投資補助金などを活用した
 生産性向上・省力化
◇制度改正・事業環境変化事業等を活用した専門家派遣

必要な支援

◇販路開拓

◇生産性向上、省力化

◇事業承継

◇円滑な廃業・再チャレンジ など

課 題

◇人材確保

◇資金繰りの把握

◇価格の見直し・転嫁

◇経営計画の策定

主に地域牽引企業の抱える課題

○組織拡大のためのマネジメント

○エクイティ等による資金調達

○域外取引等のためのマーケティング など

◇クラウド型会計ソフトの普及

◇価格転嫁・取引価格の適正化の推進 など



【ご参考】商工会議所による小規模事業者向け課題解決ツールの提供 6

○日々の業務に追われる小規模事業者にとって、課題をシンプルに整理し、解決の糸口をわかりやすく提示する

   ことが重要。

○価格協議や価格交渉に課題を抱える事業者向けに、漫画なども活用しながら、シンプルで伝わる課題解決ツー
ルを提供予定。

価格転嫁のノウハウを漫画で提供価格転嫁の動向と協議の課題

（出典）商工会議所LOBO（2025年10月、2026年2月）



小規模事業者の課題解決に必要な経営指導員の能力 7

○経営指導員には、小規模事業者の本質的な課題を引き出すコミュニケーション力（対話力・傾聴力・アプロー

 チ力）、必要に応じて適切な支援機関に繋ぐネットワークの構築力（コーディネート力）が重要。

○あわせて、小規模事業者の課題に応じ、最新知識へのアップデートと、情報の収集・分析力も不可欠。

経営指導員に必要な能力

対話力・傾聴力
・信頼関係の構築したうえで、本質的な課題の発掘し、経営者に
「腹落ち（納得）」と「気づき」を与える力。

コーディネート力
・小規模事業者の本質的な課題解決のため、必要に応じて適切な
 支援機関を見極め、繋ぐ力。

アプローチ力
・事業者の意識改革を促し、「早期相談」「早期支援」に繋げる力。

幅広い知識の習得・情報収集・分析力
・売上や利益拡大のための資金繰り、原価管理、販路拡大、
価格転嫁などの知識
・各種支援策や法改正に対応するための情報収集力

⇒ 小規模事業者が必要とするリテラシーの習得をサポート
 できる知識

⇒  小規模事業者の課題を解決するための知識

事業者が独力で対応することが難しいと考えている経営課題

（出典）2025年版「小規模企業白書」



経営指導員の課題 8

○小規模事業者の「稼ぐ力」の強化し、地域経済好循環をしていくには、経営指導員による伴走支援が鍵。

○必要に応じて、国や自治体の各種施策を活用しながら、経営者に「気づき」を促し、経営の「自走化」に向けて

 支援。

○一方、高度化・多様化する経営課題への対応や膨大な事務処理により、慢性的なマンパワー不足に直面。

 また、個人の壁を越えたノウハウの共有に課題を抱える。

○小規模事業者を支える、市場の原理に乗らない支援を行う経営指導員の役割は、極めて公共性の高いもの。

 この機能を維持・継続していくためには、公的資金による安定的な予算確保が不可欠。

価格転嫁

賃上げ

人材確保

事業承継

販路開拓

BCP・事業継続

円滑な廃業

資金繰り

再ﾁｬﾚﾝｼﾞ

経営者ﾘﾃﾗｼｰの向上
（知財・会計・経営計画など）

地域活性化

支援ノウハウの習得・共有に課題課題が多様化する中、経営指導員
は慢性的なマンパワー不足

経営指導員

経営指導員

経営指導員

経営指導員

経営支援体制の拡充・支援力の向上には
安定的な予算確保が不可欠

自己研鑽、OJT
にかける時間確保が難しい…



経営指導員の支援力向上と業務効率化 9

○高度化・多様化する経営課題への対応や膨大な事務負担を解消するためには、「支援力の底上げ」と「徹底し 

た業務効率化」の両輪での取組みが不可欠。

○生成AIをはじめとするデジタル技術を戦略的に活用し、業務の効率化を図り、経営指導員が伴走支援に最大

限注力できる環境を構築。

○あわせて、経営指導員個々の知見に頼るだけではなく、守秘義務に配慮した支援ノウハウの共有化と地域差の

ないネットワーク構築を推進し、均質な支援体制の構築を目指す。

伴走支援

本質的な課題の発掘

信頼関係の構築

伴走支援
×

デジタル技術

支援の効果を
最大化

対話と傾聴

デジタル技術

知識の補完
（ノウハウの共有）

ネットワークの構築

業務効率化

伴走支援 × デジタル技術で支援の効果を最大化

生成AIを
有効活用



他の支援機関等との連携 14

○商工会議所が核となり、地域の金融機関や自治体と連携して創業や事業承継などの支援をワンストップで展開

している例も多い。

○他機関との連携は、支援リソースの補完とともに、それぞれの強みを掛け合わせることで、複雑な案件への対応も

 可能。

（出典）地域経済に関する懸賞論文
金野剛士，2025，「地域の経済・社会の持続可能性を高める「先回り」事業承継支援の提案」
https://www.jcci.or.jp/honbun1.pdf

商工会議所が中核となり、金融機関（信用金庫、日本政策金融公庫）や保証協会、自治
体と連携し、事業承継を軸とした支援を実施。企業の存続と発展を多層的に支えることが可能。
組織的な支援力向上のため、同所では 「事業承継支援力向上プロジェクト」を実施。職員個
人の経験を組織全体の知識（集合知）として蓄積・共有することで、複雑な案件への対応力が
高まっている。

エコシステム型の事業承継支援体制（一関商工会議所）

創業応援カルテット（七尾商工会議所）

2014年に自治体、信用金庫、日本公庫と連携協定を締結し、「ななお創業応援カルテ
ット」を結成。
各機関が支援先についての情報を共有し、チームとして施策を月ごとに協議。創業者のス
テージに応じた支援メニューをスピーディーに提供し、移住希望者には移住支援策も合わせ
て実施するなど、創業初期段階の支援から創業後までをフォローしている。これまでに開業
件数は100件を突破し、そのうち移住創業者は2割前後を占めている。

（出典）産業・地域共創専門委員会レポート
「共感」が地域に人や資金を呼び込む ～課題解決と新たなチャレンジの促進に向けて～
https://archive.jcci.or.jp/JCCI_EmpathyCapital_Report_v24.pdf

https://www.jcci.or.jp/honbun1.pdf
https://archive.jcci.or.jp/JCCI_EmpathyCapital_Report_v24.pdf


国の補助事業を活用した経営支援② 16

事業者向け補助金・融資制度の活用事例

桃の生産者から、JAの出荷をやめて自社ブランド商品としてBtoCの販路を開拓したいとの相談があり、
経営指導員と専門家により、販路拡大計画の策定を支援。ネット販売に取組み徐々に売上が増加。さ
らにリピーター獲得に向けて持続化補助金を活用し、ホームページを作成。ファンが急増し、取組み前と比
べ、売上は3倍となった。また、新事業展開として農地管理の課題であり需要が見込める草刈事業にも
着手している。

持続化補助金を活用した販路開拓支援（総社商工会議所）

1982年創業の業務用パン製造・卸売業。売上減等の課題を抱え、ビジネスモデル再構築を迫られた。
経営指導員が経営者と深い対話を重ねて、本質的な課題を「計画的・戦略的な設備投資による新市
場への展開」、解決方策を「生産能力の向上」と「品質の安定化」と設定し、課題解決への自走化を伴走
支援。 持続化補助金・ものづくり補助金等を活用し、最高級の冷凍焼成パンへとブランド化。売上伸長、
雇用増と賃上げ実施。

計画的な設備投資による新市場展開（各務原商工会議所）

カブトムシを利用した廃棄物処理、昆虫食の製造販売を行っている事業者から起業して１年がた
ち、生産体制の構築と種親・エサの調達資金がほしいとの依頼。
これまでの支援になかった業種で、収益もわずかな事業者だったため、まずは「傾聴」をすることから
始めた。現地に出向き「新たな気づき」がないか確認。４P分析をもとに事業を把握することで支援の
方向性を見出した。革新的なビジネスモデルとなるよう、成長戦略、マル経融資を活用した場合の収
支計画の策定を支援。結果、売上、雇用が３倍以上増加した。

マル経融資を活用した新たな生産体制の構築支援（大館商工会議所）



青年部・女性会を通じた小規模事業者の学びの場、学習機会① 18

小規模事業者持続化補助金（ビジネスコミュニティ型）の活用事例

ビジネス交流会 in タイ～現地視察および日系企業との交流会～（佐賀商工会議所 青年部）

タイは日系企業進出数で
米国に次ぐ第３位

○現状の課題

佐賀市では人口減少に加えて若者の県外流出が深刻化。青年部メンバー同士でビジネス
展開できる機会も少なく、地域経済の縮小が懸念されていた。

○課題に対する解決策

日系企業の進出率が高いタイを訪問し、ビジネス交流会を実施。自社ビジネスに新たな
気付きをもたらすとともに、「新ビジネスの創出」や「海外日系企業とのネットワーク
構築」を図る。
○成果

バンコク佐賀県人会および現地経営者との新たなネットワークを構築し、具体的な経営
課題や採用面の事情等についての意見交換を継続して実施したことでタイ市場における
事業機会や競合状況を再認識するとともに、在タイ日系企業との連携を視野に入れた情
報交換の基盤が整った。

自衛隊から学ぶ防災視察研修会～地震に備えるために今できる防災を学ぶ～（高知商工会議所 女性会）
○現状の課題

高知県は、南海トラフ巨大地震による被害が大きい地域。自身が発生した場合には甚大な被害が予想される。一方、
防災に多大な被害が予測される県民の意識や備えは不十分である。

○課題に対する解決策

自衛隊員から地震や津波に対する防災の取組を学ぶ研修会を実施。参加した事業者が自社の従業員や家族等へ情報を
展開・共有することにより地域全体での防災意識の向上を図る。

○成果

被災後の事業者における事業活動の継続手段となりうる「事業継続力強化
計画」件数が０件から５件となる。これにより、災害対応力を高める。



参 考 資 料

（経営指導員の４つの特徴）



商工会議所の経営指導員の４つの特徴①

○商工会議所は地域の中核であり、経営指導員が結節点となって、住民含めて産学官金、地域の多様な主体

 との連携・協働のハブの役割を担う。

○事業者からの相談の中で、「本質的な課題」を見極め、専門的な知識が必要なものは、適切な支援先に繋ぐ。

21

商工会議所
経営指導員

ドアノック
セミナー等

政策紹介
意識改革

伴走支援

よろず支援拠点

金融機関

中小機構

支援機関

士業・専門家

連携／協働
経営支援

ハブ&
スポーク
（結節点）

事業者
（経営者）

訪問相談

教育研究機関

JETRO

行政

地域の支援機関を含む多様な主体との連携・協働の結節点となる存在

アプローチ力
経営支援力に加え、

本質的な課題を見極め、
必要な支援機関に繋ぐ

コーディネート力
が必要



商工会議所の経営指導員の４つの特徴②

○商工会議所への相談は「経営改善に前向きな者」と「経営に困窮した者」からの相談に二極化。

○地域経済の持続的な成長には、商工会議所へ相談に来ない、経営改善等のポイントの気づきを得られていな

い経営者へのアプローチが極めて重要。

○ 信頼関係の下、地域の全ての事業者にアプローチし、意識改革を促せる「唯一無二」の存在。
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信頼関係の下、地域の全ての経営者にアプローチできる存在（意識改革も促せる存在）

経営改善に関心
補助金活用等

経営改善等のポイントの気
づきを得られていない

経営順調
相談の必要なし

経営に困窮
収益改善・事業再生

商工会議所

中小企業活性化協議会

事業承継引継ぎセンター

信用保証協会連携

相談

相談

相談

➢ 訪問相談は、経営に前向きな者、経営に困窮
する者が主（二極化）

➢ 経営改善等のポイントの気づきを得られていない
経営者へのアプローチはマンパワー不足で手薄

地域経済社会を支えている事業者

×

事業継続・発展
に挑戦できるか

経営悪化する前
に対処できるか

この層に
いかに改革
を促せるか
が最重要 商工会議所がアプローチ可能



商工会議所の経営指導員の４つの特徴③

○人材・資金・設備等に制約がある小規模事業者の持続的な所得向上の実現に向けて、足元の経営

課題に対応する「点」での個社支援に加えて、ビジネスステージ（創業期⇒成長期⇒成熟期⇒事業承継）に

即した「線」による伴走支援、さらには、地域経済の活性化など「面」的支援も行う。

※地域経済の活性化は、小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）の「政府が総合的かつ計画的に

 講ずべき施策（15の重点施策）」に位置付け。

   政府は、経営発達支援計画に基づく、商工会議所が行う取組みを支援するとしている。
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小規模事業者への多面的な支援ができる存在（点×線×面の支援）

人と投資を呼び込む魅力ある地域経済社会
（安全・安心、教育、人流、賑わい、

生産・雇用・消費、持続可能な事業環境など）

創業期 成長期 成熟期 事業承継前

経
営
指
導
員
は
両
方
を
支
援

地域経済社会の上でビジネス展開

地域に事業と雇用
を産む創業支援

会計、資金繰り
経営の基盤固め
人材確保

デジタル活用等による
省力化、生産性向上、
受注・販売の拡大に
向けた補助金活用など

ビジネス変革
海外展開など
新たな挑戦支援

地域ブランドの育成、
インバウンド消費拡大

事業承継
事業再生、M&A
円滑な廃業

価格転嫁
資金繰り改善

個
社
支
援

面
的
支
援

商店街エリアの再開発、
公共・未利用空間の
活用まちづくり 等

ビジネスステージに即した支援イメージ



商工会議所の経営指導員の４つの特徴④

○地方公共団体の総職員数も縮減。住民ニーズの多様化に伴い、多種多様で幅広い業務への対応が求められる

が、特に、地方部では人口減少が進み、採用難と離職増加等で人手不足が加速。

○能登半島地震や新型コロナ感染症、大型台風や大雨など、各地域で大規模災害が発生する中、行政が担いき

れない業務に関する商工会議所への対応依頼は増加。

○防災・減災への事前対応から発災後の事業再開など、経営指導員等は行政の依頼を受けて対応。

○地域経済社会の安定には、エッセンシャルワーカー的な役割を担う経営指導員等の充実が有効。
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行政が担いきれない業務を行うエッセンシャルワーカー的な存在

新型コロナウイルス感染症の職域接種
１回、２回ワクチン接種
90商工会議所

３回目のワクチン接種
39商工会議所

災害復興／事業再建支援 防災・減災
例）BCP策定はじめの一歩

東京商工会議所HP

簡易版BCP
ジギョケイ

の作成支援

岸和田商工会議所HP

人吉商工会議所HP

豪雨災害復興マルシェ能登半島地震の再建支援

地域の生活支援
例）高齢者向け移動販売サービス

相鉄ローゼンと
イオンリテールの移動販売

海老名商工会議所
実施体制呼びかけ

神奈川タウンニュースHP

東日本大震災
遊休機械マッチング

応援出張相談、輪島CCI入居復興センター

144CCI、277名（2026年3月3日現在）
が被災事業者からの相談対応等



経営指導員の活動の成果 ～地域経済の好循環を創出～

○日本全体の持続的な経済成長には、地域経済の好循環が不可欠。

○地域経済の好循環の起点は、小規模事業者による「生産」であり、これが地域の雇用と所得の増加に繋がる。

○経営指導員による、事業者の稼ぐ力を高める「個社支援(点と線)」と、地域活性化などを通じた「面的支援」の

 両輪で、地域経済循環を太くする。
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自己変革を促し、
事業者を元気にする

生産性向上、付加価値拡大
収益力強化を個社支援

地域経済の活性化を通じて
事業者を面的支援

生産、雇用、消費・投資、公租公課等

農商工連携
六次産業化

地域ブランド
創出・育成 賑わいのある

まちづくり

中心市街地
商店街活性化

事業の成長
経営の安定

起業・創業
スタートアップ

新製品開発
新分野進出 事業再生

事業承継

DX等、生産性向上
付加価値拡大

魅力あるビジネス環境

新産業創出
投資呼び込み

観光振興
インバウンド

事業者の活躍の場
地域全体を元気にする

地域経済の好循環

経営指導員の支援は、地域経済の好循環を創出し支えている

経営指導員 経営指導員

個
社
支
援

面
的
支
援
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